
 

件   名  愛媛県県税賦課徴収条例の一部を改正する条例 
主 管 課  税務課 

根拠法令等 

①経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための地方税法及び地方法人特
別税等に関する暫定措置法の一部を改正する法律（平成23年法律第115号） 
〔平成23年12月２日公布、公布日ほか施行〕 

②東日本大震災からの復興に関し地方公共団体が実施する防災のための施策に必要な
財源の確保に係る地方税の臨時特例に関する法律（平成23年法律第118号） 
〔平成23年12月２日公布、公布日施行〕 

③地方税法の一部を改正する法律（平成23年法律第120号） 
〔平成23年12月14日公布、公布日ほか施行〕 

【改正の概要】 
 
 上記①・③の法改正及び②の新法制定に伴う改正 
 
１ 平成23年度税制改正（①関係） 
 (1) 退職所得に係る個人県民税所得割の10％税額控除の廃止 
   暫定措置として特例を導入後 40 年以上が経過し、現在の金利情勢等から存続理由

が乏しいとして廃止されるもの 
  ※平成25年１月１日以降に支払われるべき退職所得等から適用する 
  ※２(1)とともに復興財源確保のための税制措置である 
 

 課 税 退 職 所 得 金 額 × 税率 ＝税額 － 控除額 ＝税額（控除後） 
〔（退職手当等の額－退職所得控除額）×1/2〕  (県:４％)      (税額×10％) ↓ 
※課税退職所得金額の算出は所得税と共通               廃止 

 
 (2) 県たばこ税の税率の引下げ 
   法人実効税率の引下げ等に伴う県と市町との増減収調整のため、県たばこ税の一部

を市町村たばこ税に税源移譲するもの 
  ア 旧３級品以外 1,000 本につき 1,504 円 → 860 円（△644 円） 
  イ 旧３級品   1,000 本につき  716 円 → 411 円（△305 円） 
 
 (3) 愛媛県行政手続条例の適用除外 
   県行政手続条例の適用除外としている県税条例の規定による処分のうち、不利益処

分等の理由提示については適用するもの 
 
２ 防災施策を実施するための財源確保（②関係） 
   東日本大震災復興基本法の基本理念に基づき、全国で実施することが予定されてい

る緊急防災・減災事業の地方負担分等の財源を確保するために措置されるもの 
 (1) 個人県民税の税率の引上げ（平成26～35年度、年額500円引上げ） 
   均等割 年額 1,700 円 → 2,200 円 ※森林環境税(700円)を含む 
   ※あわせて、愛媛県森林環境税条例の平成26年度分の税率に係る規定を整備（附則改正） 
 
３ 東日本大震災により居住用家屋が滅失した被災者の支援（③関係） 
 (1) 個人県民税の住宅ローン特別税額控除の特例 
   住宅ローン控除の適用を受けている居住用家屋が東日本大震災で滅失等した者が、

居住用住宅の再取得等を行う場合に、再取得した住宅についても住宅ローン控除を重
複適用できることとするもの 

 
 (2) 個人県民税の居住用財産の買換えの場合の譲渡損失の損益通算・繰越控除の特例等 
  ア 東日本大震災で滅失した家屋の敷地を譲渡する場合については、譲渡益に対する

課税の繰り延べが適用される譲渡期限を延長するもの 
   （住まなくなった日から３年目の年末→震災があった日以降７年目の年末） 
   ※適用を受けようとする旨の申告があったときに限り適用する 
 

施 行 日 
２・３   公布の日 
１(1)・(3) 平成 25年１月１日 
１(2)    平成 25年４月１日 

【その他参考事項】 
○退職所得に係る個人県民税の特例（１(1)）の導入理由について（昭和42.1～） 
 現年課税化に伴い、１年早く徴収され運用益が失われること等を理由に、導入当時の金利水準を考慮
して、当分の間の措置として導入したもの 


